
建設業 

 

建設業は北海道の基幹産業であり、歴史的経緯から北海道では公共事業のウエイトが高くなっている。しかし、近

年は国及び地方の厳しい財政状況を反映し、公共事業は減少傾向にある。こうしたことを受け、事業者の中には

経営体質の強化や新たな事業展開を模索する動きがみられる。 

 

 

１．北海道経済における建設業の位置づけ  

建設業は社会資本整備の担い手であり、北海道経済において大きなウエイトをしめてきた。平成 15年度県民

経済計算年報によると、北海道の建設業の総生産額は約 1.8 兆円で、域内総生産にしめる割合は 9.0％となっ

ている。全国 10 ブロック別 1にみると、これは沖縄の 8.4％や東北の 7.2％よりも高く、全国最高水準である。 

また、平成 16年に実施された事業所・企業統計調査によると、北海道には大小合わせて約 2万 2千もの建設

会社があり、従業者数は22万人で、全産業に占める従業者の割合は12.2%となっている。これは全国水準8.9%

より 3.3 ポイント高く、東北の 12.3％と並んで全国で最も高いレベルにある。 

 

＜表１ 建設業の概要（平成 16年）＞ 

 
 

1 北海道、東北（新潟県含む）、関東甲信、北陸、東海、関西、中国、四国、九州、沖縄の 10 ブロック。 

 

 

２．建設業界の概要 

建設業は他の産業のような見込み生産がほとんどなく、発注者から仕事を請け負う産業である。発注者は国や

自治体等の「公共」と、個人や企業からなる「民間」の大きく2つに分けられる。このうち公共事業には、代表的な

ものとして道路の舗装やダムの建設、公立学校の建設等がある。公共事業は政策的観点から実施され、景気

の調整や雇用対策の調整弁としての機能をもつ。一方、民間事業は鉄道会社による鉄道工事や、工場の建設、

そして個人による住宅建設やマンション建設等が含まれる。民間事業は景気を反映する鏡であり、発注者の景

況に大きく左右される。 

建設業のもう一つの特徴として、労働集約型産業であり、一握りの大手・中堅を頂点に、下請業者が重層的に

連なる、末広がりの構造をもっていることが挙げられる。建設業を営むためには、建設業法の規定に合致した条



件を備えて国土交通大臣や知事の許可を得る必要があるが、許可業者の工事種類は土木一式・建築一式から

大工・左官等を含めて 28業種にも及び、営む工事種類ごとに許可を取得する必要がある。北海道には平成15

年度で約 2万 4千もの許可業者がいるが、そのうち資本金 5千万円以上の業者は全体の 2％にすぎず、資本

金 5百万円未満の零細業者が 26％、また個人業者も 10％いる。 

このように、一口に建設業者といっても取得する工事種類の許可も企業規模もまちまちだが、事業者はゼネコン、

専門工事業者、木造建築工事業の、大きく 3つのタイプに分類される。ゼネコンは、元請として注文主から建築

工事や土木工事を総合的に一式施工することを直接請け負う。元請の注文を受けて、大工、とび、電気工事な

どの専門工事業者が、実際に現場で専門的な工程を施工する。これとは別に、個人から直接注文を受けて、小

規模の戸建て住宅を建設する町場の大工やハウスメーカーは、木造建築工事業と呼ばれる。 

 

＜図１ 建設工事請負のながれ＞ 

 
 

 

３．建設投資の状況 

次に、北海道における建設投資の状況をみてみる。北海道は、道路や港湾などの社会資本の整備が他地域に

比べて遅れているとの理由から、公共事業予算が重点的に配分されてきた歴史がある。このため北海道の建設

業は、公共事業のウエイトが高いことが大きな特徴である。 

平成 16年度の建設工事施工統計調査によると、北海道の建設完成工事高は、元請・下請総計でおよそ 3兆 6

千億円に達し、全国の 3.9％をしめている。このうち元請の公共土木完成工事高は 8千 1百億円で、全体の

22.6％をしめているが、これは四国の 21.9％や東北の 20.3％よりも高く、全国で最高水準となっている。一方、

元請の民間建築完成工事高は 9千 2百億円にとどまり、全体の 25.7％をしめるに過ぎず、全国では沖縄の

20.9％に次ぎ、北陸の 25.7%と並んで低い水準となっている。 

 

 

 

 

 



＜表２ 完成工事高（平成 1６年度）上：実額 下：比率＞ 

 
 

建設総合統計年度報で平成になって以降の道内の建設投資額の推移をみると、しばらくの間、民間投資の落

ち込みを公共投資の増大で補うという構図が続いてきたが、近年は、国及び地方の厳しい財政状況を受けて公

共投資は急激に減少している。建設投資額全体では、平成5年度の4兆8千億円をピークに、平成17年度に

はピーク時の約 6割となる 3兆 1千億円まで落ち込む結果となっている。 

このうち民間の建設投資額は、平成 2年度の 2兆 4千億円をピークに減少を続け、平成 17年度にはピーク時

の約半分の水準まで落ち込んでおり、特に民間建築部門はほぼ一貫して減少している。一方、公共部門の建

設投資額は、景気の下支え効果をねらった財政出動により、これまで民間部門に比べて安定した水準を確保し

ていた。しかし国及び地方の財政状況の制約に伴い、減少傾向にある。 

 

＜図２ 北海道における建設投資額の推移＞ 



 
 

＜図３ 北海道における建設投資額の推移（指数）＞ 

 
 

 

４．事業者の動向 

こうした近年の建設投資額の急激な減少を受け、事業者も厳しい経営環境にさらされている。事業所・企業統

計調査によると、北海道で建設業を営む事業者数は、平成13年から 16年にかけて、2万 6千から 2万 2千に

減少しており、従業者数も 28万 5千人から 22万 3千人へと大幅に減少している。また㈱東京商工リサーチ北

海道支社の調べによると、北海道の建設事業者の倒産件数は、平成 12年から 18年までの過去 7年間にわた

って、平成 12年の 359 件から平成 18年の 192 件へ、負債額は平成 12年の約 540 億円から平成 18年の約

300億円へと、このところ落ち着いてはきているが、国及び地方の財政面での厳しい制約が当面続く状況である

ことを考えると、建設業を取り巻く環境は厳しいものが予想される。 

 



＜図４ 北海道における建設業者の倒産状況＞ 

 
 

 

５．建設業の新たな動き 

こうした背景を受け、事業者の中には、自らの得意分野を活かした技術力・営業力の強化によって業界内競争

を勝ち抜こうとする動きや、異業種への参入や事業の多角化など、経営戦略の大転換を図る動きがみられる。

行政もこういった動きをサポートするため、平成 14年度以降、道は建設業協会などと連携し、異業種への参入

や事業の多角化を支援する「建設業のソフトランディング対策」に取り組んでいる。 

平成 17年度に北海道が事業者に対して実施した、建設業のソフトランディング対策に関するアンケート調査に

よると、新分野進出及び事業の多角化を既に実施している事業者は、全体の 20.3％にも及ぶ。これは 16年度

調査時点に比べると、約4ポイントの増加である。また、具体的な検討や、進出を模索している事業者は40.6％

にも達しており、事業者の危機意識の高まりがうかがえる。 

 

＜図５ 北海道の建設業者の新分野進出・多角化の取組状況＞ 

 



 

なお、進出分野の状況をみると、住宅リフォーム等の建設関連分野が目立つものの、環境リサイクルや、農業な

どの従来の「建設業」の枠にとらわれずに進出するケースも多く見受けられる。こうした新分野進出には大きなリ

スクを伴うが、変革の時代を生き抜くためには、新たな挑戦を試み、自ら市場ニーズをつかみ取る努力を続けて

いくことが不可欠であろう。 

 

＜図６ 北海道の建設業者の新分野進出・多角化の取組み分野＞ 

 
 


